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１．電気通信事業法第３１条第３項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

 

イ．電気通信業務又はこれに付随する業務の全部又は一部を子会社に委託した場合に

おける、当該子会社ごとの内容は以下のとおり。 

 

（１）監督対象子会社の名称 

 

「監督対象子会社」は、当社及び当社の子会社等がその総株主又は総社員の議決権

の過半数を有する会社のうち、当社が電気通信業務又はこれに付随する業務の全部又

は一部を委託している会社であり、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日の

間においては１４社です。具体的には、別添資料１のとおりです。 

 

（２）監督対象子会社に委託した業務の内容及び当該業務ごとの委託額 

 

「監督対象子会社」に委託した業務の内容及びその委託額（２０２１年度年額）は、

別添資料２のとおりです。 

 

（３）監督対象子会社が委託を受けた業務を再委託した場合はその旨 

 

「監督対象子会社」が委託を受けた業務に係る再委託の状況は、２０２１年４月１

日から２０２２年３月３１日の間において１３社が再委託を実施しています。具体的

には別添資料３のとおりです。 

 

（４）監督対象子会社の総株主又は総社員の議決権に占める自己及び子会社の有する

議決権の割合 

 

「監督対象子会社」の総株主又は総社員の議決権に占める当社及び当社の子会社等

の有する議決権の割合は、別添資料４のとおりです（２０２２年３月３１日現在）。 

 

（５）自己の役職員であって監督対象子会社の役員を兼ねている者がいる場合は当該

者の役職及び当該監督対象子会社における役職 

 

当社の役職員と監督対象子会社の役員に係る兼務の状況は、監督対象子会社の１２

０の役職を当社の役職員が兼任しており、その具体的な役職名は別添資料５のとおり

です（２０２２年３月３１日現在）。 

 

 

別紙 
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ロ．監督対象子会社ごとの、当該会社が法第３０条第４項各号及び第３１条第２項各号

に掲げる行為を行わないよう、当該会社に対して行った監督の方法及びその実施

状況 

  

それぞれの監督対象子会社が、電気通信事業法第３０条第４項各号及び第３１条第

２項各号に規定される行為（以下、禁止行為という。）を行わないよう、当該会社に

対して行った監督の方法及びその実施状況は次のとおりです。 

 

（１）監督の方法 

 

① 合意書の締結 

以下の内容を記載した合意書をそれぞれの監督対象子会社との間で締結してい

ます。なお、監督対象子会社ごとの実施状況については、別添資料６のとおりです。 

 

〔禁止行為に関する合意書の内容〕 

・電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵守 

・社内規程、公正競争マニュアルの制定及び無断での改廃の禁止 

・当社の求めに応じた報告の実施 

 

② 禁止行為に関する規程及び公正競争マニュアルの制定 

上記①の合意に基づき、それぞれの監督対象子会社において社内規程及び公正競

争マニュアルを制定させています。また、禁止行為の防止を徹底するため、当社社

内規程において、自社と他社を差別的に取り扱ってはならない等の目的を記載し、

社員等に対し、監督対象子会社に対する教育・研修、再委託先の報告等、監督の義

務を定めています。 

なお、当社および監督対象子会社における社内規程及び公正競争マニュアルにお

いて、令和３年１１月にＮＴＴドコモが当社の特定関係事業者として指定された旨

を追記しています。 

 

〔禁止行為に関する規程の内容〕 

・電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵守 

・禁止行為管理者の配置 

・禁止行為管理者の責務（教育研修、事前確認・事後点検の実施、再委託先の

監督） 

・監督対象子会社における自社監査の実施 

・当社が行う監査への対応 

・是正措置（問題発生時の報告義務、是正指示への対応） 

 

〔公正競争マニュアルの内容〕 
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・電気通信事業法（第３０条、第３１条）の遵守 

・禁止行為を行わないために、業務運営上、留意すべき具体的ポイントや解説

等 

（２）実施状況 

 

① 禁止行為に関する合意書が全ての監督対象子会社において締結・制定済み

であり、禁止行為に関する規程、公正競争マニュアルを制定し、無断改定されてい

ないことを当社の監査部門（当社の「電気通信業務又はこれに付随する業務」に係

る委託業務を実施している当事者（被監査部門）から独立した専ら業務監査を実施

する組織）が確認しています（２０２２年３月３１日時点）。 

 

② 禁止行為管理者の配置 

監督対象子会社における禁止行為に関する責任者として代表取締役社長等を定

めていることを社員録と突合し、当社の監査部門が確認しています（２０２２年３

月３１日時点）。 

 

③ 教育研修の実施 

２０２１年１０月１５日から２０２２年３月３１日までの間に、当社の経営企画

部が監督対象子会社において、社員等に対し、公正競争の確保、禁止行為の防止の

ための基礎的知識、遵守すべきポイント、具体的事例等を内容とした次の２つの研

修を実施しました。    

なお、集合研修については、ケーススタディを実施することにより、理解度を確

認しています。eラーニングについては、基準値を設け、満たない場合は再受講と

なる仕組みにより、理解度を測定しています。 

 

ⅰ．集合研修（対象は委託業務に従事する社員等を部下に持つ管理者等） 

 

実施者数： 人（実施率１００％） 

 

ⅱ．ｅ－ラーニング（対象は委託業務に従事する社員等） 

 

実施者数： 人（実施率１００％） 

 

④ 事前確認・事後点検の実施 

事前確認として、各種業務委託契約締結の際に、禁止行為規定に抵触していない

かを、監督対象子会社の各種業務委託契約を実施する組織の担当者及びその直属上

長が自らチェックすることとしています。 

事後点検は、当該チェックが行われたことを、当該直属上長が確認し、その確認

の結果の記録を残すこととしており、さらにこの記録を当社の監査部門が記録内容
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を監査し、営業部門と他事業者の同等性の確保や他の電気通信事業者への不当な規

律・干渉に該当がないこと等を確認しました。（対象となる直属上長数：

人、実施率１００％） 

 

 

⑤ 再委託先の監督 

監督対象子会社が再委託を行う場合には、再委託先の選定または変更に際して当

社の承諾を義務付けています。 

これについて、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間で有効で

あった再委託契約の全てについて監督対象子会社が再委託先の選定または変更に

際して当社の承諾を得ていることを、当社委託元組織からの報告に基づき当社の監

査部門が確認しています。 

これに加えて、監督対象子会社から再委託先に対して、禁止行為を行わないこと

について依頼または指導・監督を実施することとしており、また、再委託先が当社

グループ会社である場合には、監督対象子会社において、当社と同様の監督を実施

することとしています。 

 

⑥ それぞれの監督対象子会社の監査部門による監査 

当社の監査部門の監査内容に準じて、禁止行為に関する規程等を制定し、当該規

程に定めている禁止行為管理者の配置、教育研修の実施、事前確認・事後点検の実

施、再委託先に関する当社による承諾の取得等の措置を履行しているかについて、

それぞれの監督対象子会社の監査部門が監査を実施しており、２０２２年５月２０

日までにいずれも問題がなかったことを確認しています。 

 

⑦ 当社の監査部門による監査 

監督対象子会社が禁止行為に関する規程等を制定し、当該規程に定めている禁止

行為管理者の配置、教育研修の実施、事前確認・事後点検の実施、再委託先に関す

る当社による承諾の取得等の措置を履行しているかについて、全ての監督対象子会

社に対し、実地による監査を実施するとともに、２０２２年３月３１日時点の状況

を書面により監査し、２０２２年６月１日までに問題がなかったことを確認してい

ます。（確認内容については、上記①～⑤のとおり。）確認結果については、２０２

２年７月に業務執行機関に報告予定となります。 

 

なお、監督対象子会社ごとの実施状況（実施内容、実施時期等）については、別添資

料６のとおりです。 

 

 

ハ．監督対象子会社ごとの、当該会社に委託をした業務に関する法第３０条第３項各号

及び第３１条第２項各号に掲げる行為の有無及び当該行為があつた場合にはその
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内容 

 

ロ（２）に記載した実施状況について、監督対象子会社への委託業務において、当

社の「電気通信業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務を実施している当事者

（被監査部門）及び当社の監査部門とは別の組織である経営企画部が、監査部門の監

査が終わり次第速やかに、その監査結果を受領し、禁止行為に該当する行為の有無と

是正措置について確認しています。なお、禁止行為に該当する行為はありませんでし

た。 

 

 

２．電気通信事業法第３１条第６項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

 

 

イ．電気通信事業法施行規則（以下、施行規則という。）第２２条の７第１号から第３

号まで、第８号、第９号及び第１３号の規定により整備した体制 

 

（１）施行規則第２２条の７第１号 

施行規則第２２条の７第１号に定める設備部門は、当社組織規程により定めてお

り、具体的には別添資料７のとおりです。 

 

（２）施行規則第２２条の７第２号、第８号及び第９号 

施行規則第２２条の７第２号に定める設備部門の長、および同第８号に定める情報

管理責任者は、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間は取締役 星

野理彰があたっております。これは同第９号に定める「情報管理責任者は、設備部門

の長をもつてこれに充てる」を充足しています。 

 

（３）施行規則第２２条の７第３号 

施行規則第２２条の７第６号の定めにより作成することとされている「設備部門の

業務に従事する者（当該業務に従事していた者を含む。）が遵守すべき規程（以下、

接続関連情報に関する規程という。）」において、本号に定める兼務の禁止を定めてい

ます。 

 

（４）施行規則第２２条の７第１３号 

施行規則第２２条の７第１３号に定める監視部門は、当社組織規程により、設備部

門から独立した組織である情報セキュリティ推進部と定めています。 

 

 

ロ．施行規則第２２条の７第４号の規定により区分した室の配置 
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設備部門の居室においては、設備部門以外の部門の業務に従事する者が容易に入退

室できないよう、電子的認証装置や生体認証装置等により管理を徹底するとともに、

監視カメラで監視しています。なお、入退室管理においては、対象者の異動等の都度、

変更・確認を行い四半期毎の実施状況について、四半期末の翌月に点検を実施してい

ます。また、入退室ログや監視カメラ映像について、通常作業しない時間帯において

作業を実施していた等、当該居室の入居組織等から申告があった場合に確認すること

としています。 

 

 

ハ．施行規則第２２条の７第５号の規定により構築したシステムの概要 

 

施行規則第２２条の７第５号に定める要件に基づき、構築したシステムの概要は次

のとおりです。 

接続関連情報を有するシステムは、主なアンバンドル機能に応じて大きく 

・ ドライカッパ、ＤＳＬに関する業務処理を行うシステム 

・ 番号ポータビリティ、マイライン等電話サービスに関する業務処理を行うシス

テム 

・ ダークファイバに関する業務処理を行うシステム 

・ 接続専用線に関する業務処理を行うシステム 

・ コロケーションに関する業務処理を行うシステム 

に分けられます。 

 

これらのシステムのいずれについても、第５号イ、ロの要件に則り、当該システム

を利用する業務（注文受付、設備設計・設備管理等）ごとに、当該業務を実施する組

織をそれぞれ特定し、その組織を当該業務に係るシステム利用権限を付与することが

適正な組織として定めるとともに、その権限の付与状況について半期ごとの実施状況

について、半期末の翌々月に棚卸しを行うことにより、接続関連情報の適正な取扱い

を確保する仕組みとしています。 

 

また、第５号ハの要件に則り、接続関連情報を有するシステムにおいて、システム

の操作者が接続関連情報にアクセスした際に、当該操作者を識別するための情報、ア

クセスした日時、当該情報の内容について記録、保存する仕組みとしています。保存

期間については、最大５年間（操作者が接続関連情報にアクセスした日を含む事業年

度の末日の翌日から起算して４年間）としています。 

 

 

二．施行規則第２２条の７第６号の規定により作成した規程 
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作成した規程は、別添資料８のとおりです。 

その主な内容は、以下のとおりです。 

① 設備部門の範囲 

② 設備部門の業務に従事する社員等（当該業務に従事していた者を含む。）にお

ける接続関連情報の目的外利用の禁止 

③ 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務禁止 

④ 設備部門の体制 

 設備部門における接続関連情報の適正な管理の責任者として｢情報管理責任

者｣を置き、設備部門の長がこれをつとめること 

 ｢情報管理責任者｣を補佐する役割として「接続関連情報適正利用管理者」及

び「接続関連情報適正利用補助者」を設備部門を構成する組織ごとに置くこ

と 

⑤ 情報管理責任者の責務等 

 設備部門の居室と設備部門以外の部門の居室を分離し、管理すること 

 設備部門の業務に従事する全ての社員等に対して、本規程の遵守のために必

要な研修の実施 

 接続関連情報の管理の用に供するシステムの利用権限の管理、接続関連情報

を入手した者を識別することができる情報及び入手日時等の保存 

 承認のない接続関連情報の抽出禁止 

 承認のない接続関連情報の持ち出し禁止 

 委託契約における守秘義務等の規定や委託先における接続関連情報の取扱

い状況の点検実施等、委託先の管理の実施 

 接続関連情報の適正な取扱い状況の点検 

 監視部門が行う書面若しくは実地による監視への協力 

⑥ 同等性の確保 

⑦ 規程違反時の報告 

 接続関連情報の取扱いについて、違反その他の問題を発見したときは、速や

かに監視部門にその事実及び対処等を報告 

⑧ 監視部門の設置 

 接続の業務の実施状況を監視する監視部門を設備部門とは別に設置するこ

と 

⑨ 監視部門の責務等 

 書面または実地による定期的な監視 

⑩ 監視部門の勧告に基づく是正義務 

 

 

ホ．施行規則第２２条の７第７号の規定により実施した研修の内容 

 

設備部門の業務の従事者を対象に接続関連情報に関する規程を遵守させるため、
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電気通信事業法における禁止行為等に関する規程の概要、施行規則の求める要件、

当該規程の解説（設備部門の設置、兼務の禁止、居室の分離、システム利用権限の

管理等）を内容とする次の２つの研修を、２０２１年１０月１５日から２０２２年

３月３１日までの間実施しています。 

なお、集合研修については、ケーススタディを実施することにより、理解度を確

認しています。eラーニングについては、基準値を設け、満たない場合は再受講と

なる仕組みにより、理解度を測定しています。 

 

（１）集合研修（対象は設備部門の組織の社員等を部下に持つ管理者等） 

 

実施者数： 人 （実施率１００％） 

 

（２）ｅ－ラーニング（対象は設備部門の業務に従事している社員等） 

 

実施者数： 人（実施率１００％） 

 

 

へ．施行規則第２２条の７第１０号の規定により実施した管理の内容 

 

情報管理責任者は、接続関連情報に関する規程が設備部門の業務の従事者によって

遵守されるよう、当該責任者を補佐するものとして接続関連情報適正利用管理者及

び接続関連情報適正利用補助者を各組織に配置し、以下の項目について管理を実施

しています。 

 

（１）設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務の禁止 

 

イ（３）に記載のとおりです。 

 

（２）設備部門と設備部門以外の部門の居室の分離 

 

ロに記載のとおりです。 

 

（３）研修の実施 

 

ホに記載のとおりです。 

 

（４）システム利用権限の管理 

 

ハに記載のとおりです。 
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（５）接続関連情報の持出し管理 

 

接続関連情報については、他事業者と取り交す契約書等を郵送する場合のほか、設

備部門において他事業者との協議を行う場合、設備部門間での会議を行う場合等、真

に必要と認められる場合に限定し、必要最小限の情報を居室から持出すことを認めて

おり、接続関連情報を当該居室から持出す場合には、持出す情報の内容、利用目的、

及び持出し方法について接続関連情報適正利用補助者の承認を得ることとしており、

その旨を接続関連情報に関する規程に定めています。 

 

（６）委託先管理 

 

・ 委託先との間で、接続関連情報の保護・秘密保持に関する契約を締結すること 

・ 当該契約に定められている遵守事項について委託元が点検を実施すること 

を接続関連情報に関する規程において定めています。 

 

なお、上記（１）～（６）については別添資料８のとおりです。 

 

 

ト．施行規則第２２条の７第１１号及び第１２号の規定により記録した手続の実施の

経緯及び条件の概要 

 

（１）施行規則第２２条の７第１１号の規定により記録した手続の実施の経緯及び当

該手続に係る接続の条件の概要 

 

当社設備部門は、第一種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備と

を接続するために実施した接続約款又は接続に関する協定に基づく手続の実施の経

緯及び当該手続に係る接続の条件を記録し、保存しています。 

納期に着目した手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件の概要は以下の

とおりです。 

 

① 手続の実施の経緯の概要 

２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間に完了した手続につい

ての件数と平均日数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申込日～工事完了日）。 

 

② 当該手続に係る接続の条件の概要 

２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間に完了した手続につい

ての、接続約款又は接続に関する協定に規定する納期。 
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具体的な納期に着目した手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件の概要

については別添資料９－１のとおりです。 

 

（２）施行規則第２２条の７第１２号の規定により記録した手続の実施の経緯及び第

一種指定電気通信設備を用いるための条件の概要 

 

当社設備部門は、第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役務を提供するために

当社設備部門以外の部門との間において実施した手続の実施の経緯及び当該第一種

指定電気通信設備を用いるための条件を記録し、保存しています。 

納期に着目した手続の実施の経緯及び条件の概要は以下のとおりです。 

① 手続の実施の経緯の概要 

２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間に完了した手続につい

ての件数と平均日数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申込日～工事完了日）。 

 

② 条件の概要 

２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの間に完了した手続につい

ての、接続約款または接続に関する協定に規定する納期。 

 

具体的な納期に着目した手続の実施の経緯及び第一種指定電気通信設備を用いる

ための条件の概要については別添資料９－２のとおりです。 

 

 

チ．施行規則第２２条の７第１４号及び第１５号の規定により行った監視の結果 

 

（１）施行規則第２２条の７第１４号に定める要件に基づき、監視部門が実施した監視

の結果及び方法は以下のとおりです。 

 

当社設備部門が、第一種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備と

を接続するために、他の電気通信事業者との間において実施した手続の実施の経緯及

び当該手続に係る接続の条件について記録・保存した内容に基づき、接続約款又は接

続に関する協定の規定によるものであることを確認しています。 

 

当社設備部門が、第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役務を提供するため

に、設備部門以外の部門との間において実施した手続の実施の経緯及び当該第一種指

定電気通信設備を用いるための条件について記録・保存した内容に基づき、接続約款

又は接続に関する協定の規定に準ずるものであることを確認しています。 

 

納期に着目し、他の電気通信事業者又は当社設備部門以外の部門の、２０２１年４

月１日から２０２２年３月３１日までの間に完了した手続についての件数と平均日
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数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申込日～工事完了日）及び接続約款又は

接続に関する協定に規定する納期の遵守率により検証した、手続の実施の経緯及び当

該手続に係る接続の条件に関する監視の結果は別添資料１０のとおりです。 

 

なお、監視部門において、上記に関して設備部門より提示された手続の実施の経緯

及び当該手続に係る接続の条件の概要が虚偽でないことを確認するため、根拠となる

記録方法、保存方法、及び抽出方法について、四半期ごとに設備部門に説明を求め、

その内容を確認しました。 

（２）施行規則第２２条の７第１５号に定める要件に基づき、設備部門から独立した監

視部門が実施した監視の方法及び結果は以下のとおりです。 

監視部門が、ヘにおいて記載した管理の項目ごとの遵守状況について、書面による

確認、及び設備部門が実施した四半期点検の結果の確認を実施するとともに、本社及

び事業部の設備部門を訪問し、その遵守状況を実地にて確認した結果、問題はありま

せんでした。 

設備部門における指摘事項とそれを受けた対応としては

具体的な監視の結果は、以下のとおりです。 

 

① 設備部門の体制 

接続関連情報に関する規程において、情報管理責任者を補佐するものとして配置

することとしている接続関連情報適正利用管理者について、本社においては設備部

門を構成する各組織の長、事業部においては事業部長を当該管理者として定めてい

ることを確認しています。 

 

② 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務の禁止 

２０２２年３月３１日時点で、当社の社員等のうち、複数の職務を兼ねている全

ての社員等について、その兼務先を確認したところ、設備部門と設備部門以外の部

門を兼務している社員等は存在しないことを確認しています。 

 

③ 設備部門と設備部門以外の部門の居室の分離 

２０２２年３月３１日時点で設備部門が所在する居室は （ゲート数にして

）あり、その全てについて電子的認証装置、生体認証装置、監視カメラ等が

設置されていることを書面及び実地確認により確認しています。 

なお、通常作業しない時間帯において、作業を実施していた等の申告はありませ

んでした。 
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④ 研修の実施 

ホに記載した研修の内容について、研修教材等を確認し、設備部門の設置、兼務

の禁止、居室の分離、システム利用権限の管理等、設備部門の社員等が接続関連情

報を取扱うにあたり必要な内容が盛り込まれていることを確認しています。 

また、２０２１年１０月１５日から２０２２年３月３１日までに設備部門が実施

した以下の２つの研修について、研修受講対象となる全ての社員等が受講したこと

を確認しています。 

なお、集合研修については、ケーススタディを実施することにより、理解度を確

認しています。eラーニングについては、基準値を設け、満たない場合は再受講と

なる仕組みにより、理解度を測定しています。 

 

（１）集合研修（対象は設備部門の組織の社員等を部下に持つ管理者等） 

 

実施者数： 人（実施率：１００％） 

 

（２）ｅ－ラーニング（対象は設備部門の業務に従事している社員等） 

 

実施者数： 人（実施率１００％） 

 

⑤ システム利用権限の管理 

２０２１年度中、異動・退職等にあたり業務上不要となったシステム利用権限に

ついては、その都度削除を行う等、随時適正化を図るとともに、業務運営上の節目、

及び点検の実効性確保等を勘案し、別に四半期ごとに設備部門がシステム利用権限

の付与状況の点検として、システムに現に設定されている権限とハに記載した考え

方で特定した適正な権限の突合を実施しています。その点検結果を確認し、システ

ム利用権限が適正であることを確認しています。 

 

⑥ 接続関連情報の持出し管理 

「へ 電気通信事業法施行規則第２２条の７第１０号の規定により実施した管

理の内容」（５）にて記載した管理の実施状況については、接続関連情報の持出し

の都度、上長が承認を行い、不要な持出しが発生しないよう対処するとともに、業

務運営上の節目、及び点検の実効性確保等を勘案し、別に四半期ごとに設備部門が

実施した点検結果の確認、及び年一回の実地確認において適正になされていること

を確認しています。 

 

⑦ 委託先管理 

委託契約（接続関連情報を提供するものに限る）については、委託元である設備

部門が、委託先における接続関連情報の取扱い状況等について随時指導を行うとと
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もに、「ヘ 電気通信事業法施行規則第２２条の７第１０号の規定により実施した

管理の内容」（６）の管理に従い、秘密保持契約が盛り込まれていること、委託先

の点検がされていることを、業務運営上の節目、及び点検の実効性確保等を勘案し

て、別に四半期ごとに設備部門が実施した点検結果の確認、及び年一回の実地確認

において確認しています。 

 

 

リ．施行規則第２２条の７第１４号の規定により行った監視の結果、同条第１２号の規

定により記録した手続の実施の経緯又は条件の内容が同条第１１号の接続約款又

は接続に関する協定の規定に準ずるものでない場合において、手続又は条件を是

正するための措置を講じたときはその内容、当該措置を講じなかったときはその

理由 

 

監視の結果、本項目に該当する事項はありませんでした。 

 

 

ヌ．施行規則第２２条の７第１５号の規定により行った監視の結果、接続関連情報の取

扱いが適正でない場合において、当該取扱いを是正するための措置を講じたとき

はその内容、当該措置を講じなかつたときはその理由 

 

監視の結果、本項目に該当する事項はありませんでした。 

 

 

ル．イからヌまでの措置のほか、法第３１条第６項の規定に基づき、他の電気通信事業

者との間の適正な競争関係を確保するために講じた措置がある場合には、その内

容 

 

接続関連情報の取扱いのある監督対象子会社については、接続関連情報の目的外利

用の禁止に係る規定の遵守を徹底するため、当該会社に対して行った監督の方法及び

その実施状況は次のとおりです。 

 

（１）接続関連情報の取扱いのある監督対象子会社に対する監督の方法 

 

① 合意書の締結 

以下の内容を記載した合意書をそれぞれの監督対象子会社との間で締結してい

ます。 

 

〔接続関連情報に関する合意書の内容〕 

・接続関連情報の目的外利用の禁止 
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・社内規程の制定及び無断での改廃の禁止 

・当社の求めに応じた報告の実施 

 

② 監督対象子会社における接続関連情報に関する規程の制定 

①の合意に基づき、それぞれの社において、ニで記載した規程に準じた社内規程

（以下、監督対象子会社における接続関連情報に関する規程という。）を制定させ

ています。 

 

（２）実施状況 

 

① 接続関連情報に関する合意書、監督対象子会社における接続関連情報に関する規程

の制定 

接続関連情報を取り扱う全ての監督対象子会社において締結・制定済みであり、

改正の都度、報告を受けることで無断改定されていないことを、当社の「電気通信

業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務を実施している当事者から独立した

専ら情報セキュリティに関する方針策定、監査等を実施している組織である情報セ

キュリティ推進部が年度を通じて確認しています（２０２２年３月３１日時点）。 

 

② 接続関連情報を取り扱う部門の明確化 

それぞれの監督対象子会社において、接続関連情報を取り扱う部門を明確化させ

ており、当該会社に制定させた監督対象子会社における接続関連情報に関する規程

の中で明記され、改正の都度、報告を受けることで無断改定されていないことを、

情報セキュリティ推進部が年度を通じて確認しています（２０２２年３月３１日時

点）。 

③ 接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部門の間での兼務の禁止 

監督対象子会社における接続関連情報に関する規程の定めに従い、接続関連情報

の取扱いのある部門と当該部門以外の部門の間で兼務がないことを、人事異動の都

度、各社において確認するとともに情報セキュリティ推進部が次のとおり確認して

います。 

年度を通じ、各社の社員等のうち、複数の職務を兼ねている全ての社員等につい

て兼務先を確認したところ、接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部

門を兼務している社員等は存在していません（２０２２年３月３１日時点）。 

 

④ 接続関連情報適正利用管理者の配置 

監督対象子会社における接続関連情報に関する規程において定められたとおり、

全ての監督対象子会社において接続関連情報適正利用管理者として代表取締役社

長等があたっていることを、年一回の実地確認において情報セキュリティ推進部が

確認しています（２０２２年３月３１日時点）。 
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⑤  接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部門の居室の分離 

接続関連情報の取扱いのある部門においては、接続関連情報の取扱いのある部門

以外の部門の業務に従事する者が容易に入退室できないよう、電子的認証装置や生

体認証装置等により管理を徹底するとともに、監視カメラで監視しています。 

２０２２年３月３１日現在で接続関連情報の取扱いのある部門が所在する居室

は （ゲート数にして ）あり、その全てについて電子的認証装置、

生体認証装置、監視カメラ等が設置されていることを、書面及び年一回の実地確認

により情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

⑥ 研修の実施 

監督対象子会社における接続関連情報に関する規程を遵守させるための研修の

内容は、電気通信事業法における禁止行為等に関する規程の概要、施行規則の求め

る要件、当該規程（設備部門の設置、兼務の禁止、居室の分離、システム利用権限

の管理等）としており、社員研修の年度計画に基づき２０２１年１０月１５日から

２０２２年３月３１日までの間に、接続関連情報の取扱いのある部門を対象に以下

の２つの研修を実施しています。 

上記の内容について、接続関連情報の取扱いのある部門の社員等が接続関連情報

を取扱うにあたり必要な内容が盛り込まれていること、また、研修受講対象の全て

の社員等が受講したことを情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

（１）集合研修（対象は、委託業務を実施する組織のうち、接続関連情報の 

取扱いのある部門の社員等を部下に持つ管理者等） 

 

実施者数： 人（実施率：１００％） 

 

 

（２）ｅ－ラーニング（対象は、委託業務を実施する組織のうち、接続関連情報の取扱

いのある部門の社員等） 

 

実施者数： 人（実施率１００％） 

 

⑦  システム利用権限の管理 

２０２１年度中、四半期ごとにシステム利用権限の付与状況の点検として、シス

テムに現に設定されている権限とハに記載した考え方で特定した適正な権限の突

合を実施しています。その点検結果を情報セキュリティ推進部が確認し、システム

利用権限が適正であることを確認しています。 

 

⑧ 接続関連情報の持出し管理 

接続関連情報を当該居室から持出す場合には、持出す情報の内容、利用目的、及
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び持出し方法について接続関連情報適正利用補助者の承認を得ることとしており、

その旨を監督対象子会社における接続関連情報に関する規程に定めています。 

 

その遵守状況は、各社が実施した四半期点検の結果の確認、及び年一回の実地確

認において適正になされていることを、情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

⑨ 再委託先の管理 

 再委託契約の締結に際しては委託元の承諾を要すること、 

 再委託先との間で、接続関連情報の保護・秘密保持に関する契約を締結すること、 

 当該契約に定められている遵守事項について、委託先である監督対象子会社が

点検を実施すること、 

を監督対象子会社における接続関連情報に関する規程に定めています。 

再委託契約（接続関連情報を提供するものに限る）については、上記の管理に従

っていることを、各社が実施した四半期点検の結果の確認、及び年一回の実地確認

において、情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

なお、監督対象子会社ごとの実施状況については、別添資料１１のとおりです。 
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３．電気通信事業法第３１条第２項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状況に

関する事項 

 

イ．条件の設定及び公表その他特定関係事業者及び特定関係事業者以外の電気通信事

業者の取扱いの同等性を確保するために講じた措置の内容 

 

（１）電気通信設備の設置又は保守 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は保守」に関す

る条件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保しております。（接続約款

第９５条、第９５条の２・３・４・５） 

 

（２）土地及びこれに定着する建物その他の工作物の利用 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する建物その他の

工作物の利用」に関し、「コロケーションスペース、電柱、管路・とう道の利用」に関

する条件を接続約款及び「電柱・管路等の利用申込み及び契約条件等について」に定

め公表することにより同等性を確保しております。（接続約款第９５条） 

 

（３）情報の提供 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供」に関する条件を接続約款

に定め公表することにより同等性を確保しております。 

（接続約款第９８条、第９８条の２、第９９条、第９９条の２･３・４・６・７・８・

９・１１・１２・１３・１４） 

  

なお、「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報」を下記ＵＲＬで開示して

おりますが、コロケーション及びＤＳＬ回線に関する情報、光ファイバ関連情報、フ

レッツサービス（ＩＳＰ事業者向け情報）については、「守秘義務契約」又は「相互

接続協定」を締結している電気通信事業者に対して、ＩＤ及びパスワードを払い出し

た上で閲覧可能としております。 

 

◇ＮＴＴ東日本：https://www.ntt-east.co.jp/info-st/index.html 

 

（４）電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受託 

「電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受託」

に関し、以下のとおり実施しております。 

 

① 利用契約締結 

条件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保しております。（接続約款

第６８条第１０号） 
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② 他社商品販売・取次等 

収支が相償わない場合や自社商品と競合する場合を除き、次の考え方により実施し

ており、これを公表（Ｈ１１．７．１）することにより同等性を確保しております。 

 

・ 販売・取次 

ⅰ．販売手数料 

販売手数料は、１件あたりの販売手数料単金に、販売件数を乗じて算定する額とする。 

販売手数料＝販売手数料単金×販売件数 

ⅱ．販売手数料単金 

この場合、委託者の提示する販売手数料単金が、次の条件を満たしていれば受託する。 

販売手数料単金≧社員１人１分あたりの作業単金×当該受託商品の販売に係る稼働時分 

・ 問い合わせ対応・アフターフォロー 

ⅰ．手数料 

手数料は、１件あたりの受付又は訪問に係る手数料単金に、受付又は訪問件数を乗じて

算定する額とする。 

手数料＝手数料単金×受付又は訪問件数 

ⅱ．手数料単金 

この場合、手数料単金が、次の条件を満たしていれば受託する。 

手数料単金≧社員１人１分あたりの作業単金×１受付又は１訪問あたりの受託商品に係

る問い合わせ対応・アフターフォロー稼働時分 

（注）「社員１人１分あたりの作業単金」は、接続約款に規定している他事業者との取

引に使用している作業単金をベースとした他事業者に共通の単金とする。 

 

③ 債権譲受・料金回収及び料金請求回収代行の条件を接続約款に定め公表するこ

とにより同等性を確保しております。（接続約款第６８条（４）（５）（６）、第８

０条、第８１条、第９０条） 

 

④ 他社商品料金回収代行 

次の考え方により実施しており、これを公表（Ｈ１２．７．１０）することによ

り同等性を確保しております。 

 

回収代行手数料 

１件あたりの単金に、取り扱い件数を乗じて算定する額とする。 

 

また、平成１４年４月に回収代行手数料の見直しを行い、これを公表（Ｈ１４．４．

１７）しております。 

 

「単金型」と「料率型」の２種類の料金プランのうちいずれかを事業者が選択する。 

【単金型】１件あたり１５０円 ※１ 
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※１ 単金型の場合、１事業者５,０００件/月を超えた場合、超えた件数についての手数料は

８５円/件とする。 

 

【料率型】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 料率型の場合の１件あたりの最低手数料額は８５円とする。 

 

平成２０年６月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表（Ｈ２０．６．

２５）しております。 

   

従来からの「単金型」と「料率型」に加えて、以下の条件すべてに該当する場合、「新単金型」

の料金プランが選択可能。 

（ⅰ） 該当の回収代行商品について、弊社が販売受託契約している。 

（ⅱ） 該当の回収代行商品の支払方法について、弊社が回収代行として口頭受付している。 

【新単金型】 １請求書あたり５０円 ＋ １事業者あたり月額２７万円 

 

平成２１年１０月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表（Ｈ２１．１

０．１４）しております。 

   

従来からの「単金型」と「料率型」及び「新単金型」に加えて、以下の条件すべてに該当する場

合、「新料率型」の料金プランが選択可能。 

（ⅰ） 該当の回収代行商品について、弊社が販売受託契約している。 

（ⅱ） 該当の回収代行商品の支払方法について、弊社が回収代行として口頭受付している。 

（ⅲ） 該当の回収代行商品の請求依頼について、１請求番号につき請求内訳１項目とする。 

 

【新料率型】 

１件あたりの平均請求金額の３.０％／１請求内訳あたり（５０，０００行／月まで） 

１件あたりの平均請求金額の２.５％／１請求内訳あたり（５０，００１行／月以降） 

 

平成２４年６月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表（Ｈ２４．５．

２９）しております。 

 

１件あたりの 
平均請求額 

手 数 料 額 

０～１,０００円 

１,００１～２,０００円 

２,００１～５,０００円 

５,００１円～ 

請求金額の３０％ ※２ 

 
請求金額の１０％ 

 
請求金額の  ５％ 

請求金額の  ３％ 
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以下の条件すべてに該当する場合、以下の手数料プランによるサービス提供が可能 

（ⅰ）該当の回収代行商品について、購入者がフレッツ・アクセス回線を利用しており、その

回線から、インターネット上のＷＥＢサイト等にて購入する。 

（ⅱ）該当の回収代行商品の購入時に、購入者の認証依頼および請求情報を即時に弊社まとめ

て支払いシステムに連携するプログラムを実装する。 

【手数料プラン】 

１フレッツ・アクセス回線あたりの平均請求額に応じた手数料＋消費税相当額 

１フレッツ・アクセス回線あたりの 

平均請求額 
手数料 

０～６００円 
当社が当該月に発行した請求書の件数に

３０円を乗じた額 

６０１～９００円 請求額の５％ 

９０１～１，５００円 
当社が当該月に発行した請求書の件数に

４５円を乗じた額 

１，５０１円～ 請求額の３％ 

 

 

⑤ 料金請求書同封 

料金請求を弊社に委託している事業者であれば、次の内容により実施することと

しており、同等性を確保しております。 

また、マイライン事業者協議会リーフレット同封の際に、同協議会において関

係事業者の費用算出のために、次の内容を開示(Ｈ１４．２)しております。 

 

  １回あたり、（７０，０００円＋０.９円×同封数）×１.１ 

 

なお、料金請求に関連する内容を当該会社利用分のある利用者に限って実施する

ものであり、手数料については、最低取扱件数（３０万件）を設定し、これを下回

る場合については、当該件数見合いの手数料を支払うことを条件とする。 

 

 

ロ．公表された条件によって実施した事項の実施状況 

 

（１）第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は保守 

 

２０２１年度の実施状況は以下のとおりです。 

① 自前工事 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 37 社 2 社 35 社 

（ⅱ）件数 10,587 件 1,985 件 8,602 件 
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② 受託工事 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 5社 0 社 5 社 

（ⅱ）件数 51 件 0 件 51 件 

 

 

（２）第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する建物その他

の工作物の利用 

 

２０２１年度の実施状況は以下のとおりです。 

① コロケーションスペース 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 21 社 2 社 19 社 

（ⅱ）提供架数 6,993 架 478 架 6,515 架 

 

② 電柱 

項 目 総数 特定関係事業者 
左記以外の事業

者 

（ⅰ）提供対象事業者数 66 社 2 社 64 社 

（ⅱ）提供本数 46,706 本 59 本 46,647 本 

※一般賃貸を含む 

 

③ 管路・とう道 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 9社 2 社 7 社 

（ⅱ）提供距離 227.5 ㎞ 111.5 ㎞ 116.0 ㎞ 

※一般区間を含む 

 

 

（３）第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供 

 

２０２１年度の実施状況は以下のとおりです。 

① ＩＤ、パスワードを払い出している事業者数 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

事業者数 540 社 2 社 538 社 
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② お客さま情報照会書作成 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 3社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 35,264 件 34,919 件 345 件 

 

③ みなし契約者に関する宛名情報提供 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 3社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 1,754 千件 1,375 千件 379 千件 

 

 

（４）電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受託 

 

２０２１年度の実施状況は以下のとおりです。 

 

① 利用契約締結 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 3社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 576 千件 - - 

 

② 他社商品販売・取次等 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 84 社 2 社 82 社 

（ⅱ）商品数 163 商品 33 商品 130 商品 

 

③ 債権譲受・料金回収 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 5社 2 社 3 社 

（ⅱ）金額 29,991 百万円 26,207 百万円 3,785 百万円 

 

④ 請求回収代行 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 2社 1 社 1 社 

（ⅱ）件数 701 件 344 件 375 件 
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⑤ 他社商品料金回収代行 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 261 社 1 社 260 社 

（ⅱ）商品数 463 商品 2 商品 461 商品 

 

⑥ 料金請求書への同封 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）対象事業者数 1社 1 社 0 社 

（ⅱ）回数 2回 2 回 0 回 

 

 

ハ．公表された条件によらないで実施した場合の理由、条件及びその実施状況 

 

（１）電気通信設備の設置又は保守 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は保守」に関す

る事項として、公表された条件によらないで実施したものはありません。 

 

 

（２）土地及びこれに定着する建物その他の工作物の利用 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する建物その他の

工作物の利用」に関する事項として、公表された条件によらないで実施したものはあ

りません。 

 

 

（３）情報の提供 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供」に関する事項として、公

表された条件によらないで実施したものはありません。 

 

 

（４）電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受託 

「電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受託」

に関する事項として、公表された条件によらないで実施したものはありません。 

 

 

以上 

 




